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平成 28 年度第 2 四半期（上半期）業績概要 
 

ＰＧＦ生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、代表取締役社長兼 CEO
添田 毅司）の平成 28 年度第 2 四半期（上半期、平成 28 年 4 月 1 日～平成 28 年 9 月 30 日）の業績につい

て、以下のとおりお知らせいたします。 
 

当期の新契約業績（個人保険及び個人年金保険合計）は、一時払の円建て貯蓄性商品の販売休止等によ

り、新契約高は3,341億円（前年同期比14.2％減）、新契約年換算保険料は164億円（前年同期比21.9％減）

となりました。 
また、個人保険及び個人年金保険合計の保有契約高は4兆635億円（前年度末比1.9％増）、保有契約年換

算保険料は2,084億円（前年度末比1.5％増）となりました。 
 

保険会社の本業の収益を示す基礎利益は、新契約の減少による初年度事業費負担が減少したこと等によ

り、76億円（前年同期比45.3％増）となりました。また、経常利益は79億円（前年同期比48.1％増）、中間

純利益は60億円（前年同期比31.4％増）となりました。 
 

財務の健全性を示す指標の1つであるソルベンシー・マージン比率は、833.8％（前年度末差49.7ポイント

増）となりました。 
 

平成 28 年度第 2 四半期（上半期）業績の主要指標 
 新契約件数 3 万 2 千件 前年同期比 1.6％減 
 新契約高 3,341 億円 前年同期比 14.2％減 
 新契約年換算保険料 164 億円 前年同期比 21.9％減 
 保険料等収入 2,401 億円 前年同期比 17.2％減 
 基礎利益 76 億円 前年同期比 45.3％増 
 経常利益 79 億円 前年同期比 48.1％増 
 中間純利益 60 億円 前年同期比 31.4％増 
 保有契約件数 47 万 8 千件 前年度末比 5.8％増 
 保有契約高 4 兆 635 億円 前年度末比 1.9％増 
 保有契約年換算保険料 2,084 億円 前年度末比 1.5％増 
 総資産 3,659 億円 前年度末比 5.7％増 
 ソルベンシー・マージン比率 833.8％ 前年度末差 49.7 ﾎﾟｲﾝﾄ増 

※ 契約高及び年換算保険料は、個人保険と個人年金保険の合計です。 
※ 年換算保険料とは、1 回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1 年あ

たりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。 
 

添付資料： 平成 28 年度第 2 四半期（上半期）報告 
 
 
 

お問い合わせは、次にお願いいたします。 
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ＰＧＦ生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、代表取締役社長兼 CEO
添田 毅司）の平成 28 年度第 2 四半期（上半期）の業績は添付のとおりです。 
 

※資料中、「第 2 四半期（上半期）」は「4 月 1 日～9 月 30 日」を表しております。 
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1．主要業績 
（1）保有契約高及び新契約高 

・保有契約高 
（単位：千件、百万円、％） 

区  分 

平成 27 年度末 平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期）末 

件数 金 額 件数 金 額 

   前年度 
末比 

 前年度 
末比 

個 人 保 険 436 3,918,069 462 106.1  4,001,666 102.1  
個人年金保険 16 68,208 15 97.6 61,857 90.7 
団 体 保 険 － 4,906 － － 4,842 98.7  
団体年金保険 － 3,890 － － 3,816 98.1  
（注）1．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始

後契約の責任準備金を合計したものです。 
2．団体年金保険については、責任準備金の金額です。 

 
 
・新契約高 

（単位：千件、百万円、％） 

区  分 

平成 27 年度 
第 2 四半期（上半期） 

平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期） 

件数 金 額 件数 金 額 

  新契約 
転換 
による

純増加 
 前年 

同期比 
 前年 

同期比 
新契約 

転換 
による

純増加 
個 人 保 険 32 385,516 385,516 － 32 99.2  332,390 86.2  332,390 － 

個人年金保険 0 3,915 3,915 － 0 59.6  1,792 45.8  1,792 － 

団 体 保 険 － － － － － － － － － － 

団体年金保険 － － － － － － － － － － 

（注）1．件数は、新契約に転換後契約を加えた数値です。 
2．新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。 
3．新契約の団体年金保険の金額は第 1 回収入保険料です。 
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（2）年換算保険料 

・保有契約 
（単位：百万円、％） 

区  分 平成 27 年度末 
平成 28 年度 
第 2 四半期 
（上半期）末 

 

前年度末比 

個 人 保 険 197,179 201,102 102.0  

個 人 年 金 保 険 8,173 7,339 89.8  

合 計 205,353 208,441 101.5  

 うち医療保障・

生前給付保障等 
1,551 1,710 110.3  

 
 

・新契約 
（単位：百万円、％） 

区  分 平成 27 年度 
第 2 四半期（上半期） 

平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期） 

 
前年同期比 

個 人 保 険 20,596 16,143 78.4  

個 人 年 金 保 険 475 320 67.3  

合 計 21,072 16,463 78.1  

 うち医療保障・

生前給付保障等 
255 272 106.5  

（注）1．年換算保険料とは、1 回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、1 年 
あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。 

2．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付 
保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。

特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上して 
います。 

 
 
（3）主要収支項目 

（単位：百万円、％） 

区  分 平成 27 年度 
第 2 四半期（上半期） 

平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期） 

 
前年同期比 

保 険 料 等 収 入 289,965 240,116 82.8 

資 産 運 用 収 益 1,552 2,500 161.0 

保険金等 支払金 211,789 201,673 95.2 

資 産 運 用 費 用 872 1,703 195.1 
 
 
（4）総資産 

（単位：百万円、％） 

区  分 平成 27 年度末 
平成 28 年度 
第 2 四半期 
（上半期）末 

 

前年度末比 

総 資 産 346,313 365,900 105.7 
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2．一般勘定資産の運用状況 
（1）運用環境 

当中間期におけるわが国経済は、円高の進行による企業収益の悪化や伸びを欠く輸出と企業生産

など一部に弱い動きが見られるものの、堅調な雇用や賃金の伸びが個人消費を下支えしたことによ

り、全体として景気は横ばい圏で推移しました。 
金融市場の状況については、国内株式市場は、日経平均株価が一時17,000円台まで上昇する

場面もありましたが、英国における国民投票の結果、EU離脱（Brexit）の方向性が示されたこ

とに伴う先行き不透明感や期待を下回る日銀の追加緩和などを受けてリスク回避から株が売ら

れ14,000円台まで下落しました。その後、Brexitによる金融市場の混乱に落ち着きが見られるに

つれ株価は値を戻し、日経平均株価は前年度末比309円低い16,450円で取引を終えました。 
国内債券市場は、日銀の国債買入れオペにより金利上昇が抑制される中、10年国債金利がゼ

ロ％を下回る水準で横這いの推移が続きました。また、Brexitを巡っての先行き不透明感から国

債が買われ、金利は新発40年債を含む全年限で0.1％を下回るなど過去最低を記録しました。そ

の後、金融市場の混乱に落ち着きが見られる中、7月の日銀金融政策決定会合で導入された追加

緩和政策が期待を下回るものであったため金利は上昇し、10年国債金利は前年度末比0.05％低

い－0.085％で取引を終えました。 
外国為替市場は、1ドル112円台で始まりましたが、その後、Brexitを背景としたリスク回避や

期待を下回る日銀の追加金融緩和などを受けて円高に推移した結果、為替レートは前年度末比

11.56円高い1ドル101.12円で取引を終えました。 
 
（2）運用方針 

当社の資産運用方針は、ALM（資産負債総合管理）の観点から、保険負債の特性にマッチす

るよう運用を行っています。具体的には、運用資産のほとんど全てを国債及び信用度の高い発

行体の債券とし、資産のデュレーションを負債のデュレーションにマッチさせることで金利変

動リスクを回避し、安定した収益を確保することとしています。当社では、旧大和生命から引

き継いだご契約を対象に資産運用を行っております。また、再保険契約に基づき、新契約に関

わる一般勘定資産は親会社であるジブラルタ生命保険株式会社へ共同保険式再保険により全て

出再しておりましたが、平成26年度から、その一部について出再を行わず当社での保有・運用

を開始しています。 
 

 
（3）運用実績の概況 

第2四半期末の一般勘定資産は、3,536億円となり、前年度末に比べ196億円の増加となりまし

た。資産別の運用状況は以下の通りです。 
国内公社債の残高は前年度末比92億円増加し、2,994億円となり、資産構成比は84.7％となり

ました。貸付金の残高は19億円となり、資産構成比は0.6％となりました。貸付金は、保険約款

貸付です。国内株式の残高は0億円となりました。国内株式は、上場株式の保有はありません。

外国証券の残高は前年度末比41億円増加し、89億円となり、資産構成比は2.5％となりました。

外国証券のうち6億円は円建ての公社債であり、83億円が外貨建ての公社債です。 
第2四半期の利息及び配当金等収入は19億円となりました。有価証券売却益や外貨建保険に関

連した為替差益などを加えた資産運用収益全体では25億円となり、一方資産運用費用は8億円と

なりました。 
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3．資産運用の実績（一般勘定） 
（1）資産の構成 

（単位：百万円、％） 

区  分 
平成 27 年度末 平成 28 年度 

第 2 四半期（上半期）末 
金 額 占 率 金 額 占 率 

現預金 ･コールローン 25,232  7.6 29,487   8.3 
買 現 先 勘 定 － － － － 
債券貸借取引支払保証金 － － － － 
買 入 金 銭 債 権 － － － － 
商 品 有 価 証 券 － － － － 
金 銭 の 信 託 － － － － 
有 価 証 券 286,160   85.6 299,481  84.7 
 公 社 債 281,263   84.2 290,469  82.2 
 株 式 106  0.0 95  0.0 
 外 国 証 券 4,789  1.4 8,916  2.5 
  公 社 債 4,789 1.4 8,916  2.5 
  株 式 等 － － － － 
 そ の 他 の 証 券 0 0.0 0 0.0 
貸 付 金 1,987  0.6 1,979  0.6 
不 動 産 153  0.0 141  0.0 
繰 延 税 金 資 産 889  0.3 735   0.2 
そ の 他 19,543  5.9 21,838  6.2 
貸 倒 引 当 金 △2 △0.0 △2 △0.0 
合 計 333,964  100.0 353,660  100.0 
 う ち 外 貨 建 資 産 16,920  5.1 26,835  7.6 

（注）不動産については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しております。 
 
（2）資産の増減 

（単位：百万円） 

区  分 平成 27 年度 
第 2 四半期（上半期） 

平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期） 

現預金 ･コールローン 3,893 4,254 
買 現 先 勘 定 － － 
債券貸借取引支払保証金 － － 
買 入 金 銭 債 権 － － 
商 品 有 価 証 券 － － 
金 銭 の 信 託 － － 
有 価 証 券 57,938 13,321 
 公 社 債 57,958 9,205 
 株 式 － △11 
 外 国 証 券 △20 4,127 
  公 社 債 △20 4,127 
  株 式 等 － － 
 そ の 他 の 証 券 － － 
貸 付 金 1 △8 
不 動 産 △1 △11 
繰 延 税 金 資 産 191 △154 
そ の 他 △10,741 2,294 
貸 倒 引 当 金 △3 △0 
合 計 51,279 19,696 
 う ち 外 貨 建 資 産 △1,324 9,915 

（注）不動産については土地・建物・建設仮勘定を合計した金額を計上しております。 
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（3）資産運用収益 
（単位：百万円） 

区   分 平成 27 年度 
第 2 四半期（上半期） 

平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期） 

利息及び配当金等収入 1,513 1,902 
 預 貯 金 利 息 1 8 
 有価証券利息・配当金 1,480 1,866 
 貸 付 金 利 息 31 28 
 不 動 産 賃 貸 料 － － 
 そ の 他 利 息 配 当 金 － － 
商 品 有 価 証 券 運 用 益 － － 
金 銭 の 信 託 運 用 益 － － 
売買目的有価証券運用益 － － 
有 価 証 券 売 却 益 － 83 
 国 債 等 債 券 売 却 益 － 82 
 株 式 等 売 却 益 － 1 
 外 国 証 券 売 却 益 － 0 
 そ の 他 － － 
有 価 証 券 償 還 益 － 29 
金 融 派 生 商 品 収 益 － 484 
為 替 差 益 39 － 
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 － － 
そ の 他 運 用 収 益 － － 

合     計 1,552 2,500 
 
 
（4）資産運用費用 

（単位：百万円） 

区   分 平成 27 年度 
第 2 四半期（上半期） 

平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期） 

支 払 利 息 471 471 
商 品 有 価 証 券 運 用 損 － － 
金 銭 の 信 託 運 用 損 － － 
売買目的有価証券運用損 － － 
有 価 証 券 売 却 損 － － 
 国 債 等 債 券 売 却 損 － － 
 株 式 等 売 却 損 － － 
 外 国 証 券 売 却 損 － － 
 そ の 他 － － 
有 価 証 券 評 価 損 － － 
 国 債 等 債 券 評 価 損 － － 
 株 式 等 評 価 損 － － 
 外 国 証 券 評 価 損 － － 
 そ の 他 － － 
有 価 証 券 償 還 損 － － 
金 融 派 生 商 品 費 用 2 － 
為 替 差 損 － 355 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3 0 
貸 付 金 償 却 － － 
賃貸用不動産等減価償却費 － － 
そ の 他 運 用 費 用 34 50 

合     計 512 877 
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（5）売買目的有価証券の評価損益 

平成 27 年度末、平成 28 年度第 2 四半期（上半期）末とも保有していません。 
 
（6）有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの） 

（単位：百万円） 

区  分 
平成 27 年度末 平成 28 年度 

第 2 四半期（上半期）末 
帳簿 
価額 時価 

差損益 帳簿 
価額 時価 

差損益 
 差益 差損  差益 差損 

 

満期保有目的の債券 10,404 10,978 573 573 － 9,295 9,804 509 509 － 

責任準備金対応債券 201,586 245,070 43,484 43,485 △1 214,821 260,417 45,595 46,472 △876 

子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － － 

そ の 他 有 価 証 券 72,110 74,061 1,950 1,959 △8 73,261 75,268 2,006 2,011 △4 

 

公 社 債 68,241 70,119 1,878 1,883 △4 65,111 67,014 1,903 1,905 △1 

株 式 － － － － － － － － － － 

外 国 証 券 3,869 3,942 72 75 △3 8,150 8,253 103 106 △2 

 
公 社 債 3,869 3,942 72 75 △3 8,150 8,253 103 106 △2 

株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 

合 計 284,102 330,110 46,008 46,018 △10 297,379 345,490 48,111 48,992 △881 

 

公 社 債 279,385 325,235 45,850 45,857 △6 288,565 336,514 47,948 48,826 △878 

株 式 － － － － － － － － － － 

外 国 証 券 4,716 4,875 158 161 △3 8,813 8,976 162 165 △2 

 公 社 債 4,716 4,875 158 161 △3 8,813 8,976 162 165 △2 

 株 式 等 － － － － － － － － － － 

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － － 

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － － 

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － － － － － 
（注）1．本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。 

2．平成 27 年度末、平成 28 年度第 2 四半期（上半期）末とも「金銭の信託」は保有していません。 
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・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。 
（単位：百万円） 

区  分 平成 27 年度末 平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期）末 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 － － 

 
非 上 場 外 国 債 券 － － 
そ の 他 － － 

責 任 準 備 金 対 応 債 券 － － 
子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 － － 
そ の 他 有 価 証 券 107 96 

 

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 106 95 
非上場外国株式（店頭売買株式を除く） － － 
非 上 場 外 国 債 券 － － 
そ の 他  0 0 

合  計  107 96 
 
 
（7）金銭の信託の時価情報 

平成 27 年度末、平成 28 年度第 2 四半期（上半期）末とも保有していません。 
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4．中間貸借対照表 
（単位：百万円） 

期 別 
 
 
科 目 

平成 27 年度末 
要約貸借対照表 

（平成 28 年 3 月 31 日現在） 

平成 28 年度 
中間会計期間末 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 
金 額 金 額 

（ 資 産 の 部 ）       
現 金 及 び 預 貯 金  25,322   29,628  
有 価 証 券  298,419   311,579  
（  う ち 国 債  ） （ 252,233 ） （ 260,746 ） 
（  う ち 地 方 債  ） （ 2,040 ） （ 1,697 ） 
（  う ち 社 債  ） （ 26,989 ） （ 28,024 ） 
（  う ち 株 式  ） （ 106 ） （ 95 ） 
（  う ち 外 国 証 券  ） （ 17,048 ） （ 21,014 ） 
貸 付 金  1,987   1,979  

保 険 約 款 貸 付  1,987   1,979  
有 形 固 定 資 産  616   555  
無 形 固 定 資 産  2,060   2,370  
再 保 険 貸  12,990   14,225  
そ の 他 資 産  4,029   4,828   
繰 延 税 金 資 産  889   735  
貸 倒 引 当 金  △2   △2  
資 産 の 部 合 計  346,313   365,900  

（ 負 債 の 部 ）       
保 険 契 約 準 備 金  244,040   253,842   

支 払 備 金  1,136   1,006  
責 任 準 備 金  242,727   252,669  
契 約 者 配 当 準 備 金  176   166  

再 保 険 借  10,928   12,792  
そ の 他 負 債  39,445   41,087  

借 入 金  25,000   25,000  
未 払 法 人 税 等  33    1,789  
そ の 他 の 負 債  14,412   14,298  

退 職 給 付 引 当 金  2,562   2,757  
価 格 変 動 準 備 金  269   307  
負 債 の 部 合 計  297,247   310,787  

（ 純 資 産 の 部 ）       
資 本 金  11,545   11,545  
資 本 剰 余 金  8,454   8,454  

資 本 準 備 金  8,454   8,454  
利 益 剰 余 金  27,661   33,668   

利 益 準 備 金  50   50  
そ の 他 利 益 剰 余 金  27,610   33,617  

繰 越 利 益 剰 余 金  27,610   33,617  
株 主 資 本 合 計  47,661   53,668  
その他有価証券評価差額金  1,404   1,444  
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  1,404   1,444  
純 資 産 の 部 合 計  49,066   55,112  
負 債 及 び 純資 産の 部合 計  346,313    365,900  

8 
ＰＧＦ生命 



 

注記事項（中間貸借対照表関係） 
平成28年度中間会計期間末 

１．会計方針に関する事項 
（1）有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券

のうち時価のあるものについては 9 月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極め

て困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却

原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。 
その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、外貨建その他有価証券のうち債券に係る換

算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差額については為替差損益として処理して

おります。 
 
（2）デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 
 
（3）有形固定資産の減価償却の方法は、定率法（ただし、建物（平成 28 年 3 月 31 日以前に取得した附属設備、構築物を除く）については

定額法）により行っております。 
 
（4）無形固定資産に計上しているソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っております。 
 
（5）外貨建資産・負債は、9 月末日の為替相場により円換算しております。 

なお、外貨建資産には、子会社株式及び関連会社株式に該当するものはありません。 
 
（6）貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。破産、民事再生等、法的形式的な経営

破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻

先」という）に対する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、

その残額を計上しております。 

又、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対す

る債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた

額及び過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査

しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証等による回収が可能と認めら

れる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表示しており、その金額は 2百万円であります。 
 

（7）退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期末において発生してい

ると認められる額を計上しております。 
退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。 

退職給付見込額の期間帰属方法   給付算定式基準 
数理計算上の差異の処理年数   翌期から 10 年 
過去勤務費用の処理年数     発生年度における一括費用処理 

 
（8）価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
 
（9）消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延 

消費税等については、その他資産に計上し 5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、当中間期に費用処理しておりま 

す。 
 
（10）責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については保険業法施行規則第 69 条第 4 項第 4 号の規

定に基づいて 5 年チルメル式及び全期チルメル式により計算しております。なお、上記の方法により計算された金額のほか、標準責任

準備金積立に向け 8,085 百万円を積み立てております。 
 

２．会計上の変更 
法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6
月 17 日）」を当中間会計期間に適用し、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しております。 
この変更による損益に与える影響額は軽微であります。 

 
３．主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 
  貸借対照表計上額 時価 差額 

現金及び預貯金  29,628 29,628 － 
有価証券     
 売買目的有価証券 12,098 12,098 － 
 満期保有目的の債券 9,295 9,804 509 
 責任準備金対応債券 214,821 260,417 45,595 
 その他有価証券 75,268 75,268 － 
貸付金     
 保険約款貸付 1,979 1,979 － 
金融派生商品 
 

 
ヘッジ会計が適用され

ていないもの 

 
 

236 

 
 

236 

 
 

－ 
（借入金）     
 （劣後ローン） （25,000） （33,439） △8,439 
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・デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示し

ております。 
・負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
（1）現金及び預貯金 

満期のない預貯金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 
（2）有価証券 

・市場価格のある有価証券 
9 月末日の市場価格等によっております。 

・市場価格のない有価証券 
合理的に算定された価額による評価を行っております。 
なお、非上場株式、独立行政法人への出資金等時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、有価証券に

含めておりません。 
当該非上場株式の当中間期末における貸借対照表計上額は 95 百万円、独立行政法人への出資金等の当中間期末における貸

借対照表計上額は 0 百万円であります。 
（3）貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利

条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 
（4）金融派生商品 

為替予約取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっております。 
（5）借入金 

借入金は、契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率で割引いて現

在価値を計算して時価としております。 
 
４．貸付金のうち、延滞債権の額は 31 百万円であります。上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額 2 百万円であります。 

なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払

を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 
 
５．特別勘定の資産の額は 12,242 百万円であります。なお、負債の額も同額であります。 

 
６．契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

イ．当期首現在高               176 百万円 
ロ．当中間期契約者配当金支払額         14 百万円 
ハ．利息による増加等             △0 百万円 
ニ．契約者配当準備金繰入額           4 百万円 
ホ．当中間期末現在高             166 百万円 

 
７．担保に供されている資産の額は、有価証券 5,825 百万円であります。 
 
８．保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再

支払備金」という）の金額は 3,545 百万円であり、同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出

再責任準備金」という）の金額は 2,214,321 百万円であります。 
 
９．借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 15,000 百万円及び永久劣後特約付借入金

10,000 百万円を計上しております。 
 

１０．保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間期末における当社の今後の負担見積額は 7,238 百万円であり 
ます。 
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
 

１１．責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額は 214,821 百万円、時価は 260,417 百万円であります。 
 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づき、一般勘定負債のうち円建保険契約群を小区分としております。 
小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対応債券のデュレーションを、一定範囲内でマッチングさせることにより、

金利変動リスクを管理しております。 
 
当該責任準備金の額並びにデュレーションと責任準備金対応債券の簿価額並びにデュレーションについては、リスク管理部門がモニタ

リングを行っております。この結果を基に、投資委員会が責任準備金対応債券への資金配分計画並びに目標デュレーションの見直しを

定期的に行っております。 
 

１２．責任準備金には、修正共同保険式再保険に付した部分に相当する責任準備金 12,164 百万円を含んでおります。 
 

１３．金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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5．中間損益計算書 
（単位：百万円） 

期 別 
 
 
 
科 目 

平成 27 年度 
中間会計期間 

平成 27 年 4 月 1 日から 
平成 27 年 9 月 30 日まで 

平成 28 年度 
中間会計期間 

平成 28 年 4 月 1 日から 
平成 28 年 9 月 30 日まで 

金 額 金 額 
経 常 収 益  291,958   243,137  
保 険 料 等 収 入  289,965   240,116   

（ う ち 保 険 料 ） （ 212,152 ） （ 178,449 ） 
（ う ち 再 保 険 収 入 ） （ 77,813 ） （ 61,666 ） 

資 産 運 用 収 益  1,552   2,500  
（うち利息及び配当金等収入） （ 1,513 ） （  1,902 ） 
（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） （ － ） （  83 ） 
（ う ち 金 融 派 生 商 品 収 益 ） （ － ） （ 484 ） 

そ の 他 経 常 収 益  439   521  
経 常 費 用  286,564   235,151  
保 険 金 等 支 払 金  211,789   201,673  

（ う ち 保 険 金 ） （ 10,694 ） （ 13,201 ） 
（ う ち 年 金 ） （   582 ） （ 662 ） 
（ う ち 給 付 金 ） （ 6,392 ） （ 8,004 ） 
（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （  40,141 ） （  21,337 ） 
（ う ち そ の 他 返 戻 金 ） （ 1,801 ） （ 618 ） 
（ う ち 再 保 険 料 ） （ 152,176 ） （ 157,848 ） 

責 任 準 備 金 等 繰 入 額  50,672   9,941  
支 払 備 金 繰 入 額  114   －  
責 任 準 備 金 繰 入 額  50,557   9,941  
契約者配当金積立利息繰入額  0   0  

資 産 運 用 費 用  872   1,703   
（ う ち 支 払 利 息 ） （ 471 ） （ 471 ） 
（ う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ） （ 2 ） （ － ） 
（うち特別勘定資産運用損） （ 360 ） （ 826 ） 

事 業 費  20,606   19,326  
そ の 他 経 常 費 用  2,623   2,506  
経 常 利 益  5,393    7,986  
特 別 利 益  －   0  
特 別 損 失  28   39   
契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額  5   4  
税 引 前 中 間 純 利 益  5,359    7,942  
法 人 税 及 び 住 民 税  1,041   1,797   
法 人 税 等 調 整 額  △253   138  
法 人 税 等 合 計  787   1,935  
中 間 純 利 益  4,571    6,006  
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注記事項（中間損益計算書関係） 
平成28年度中間会計期間 

 
１．有価証券売却益の主な内訳は国債等債券 82 百万円、株式等 1 百万円、外国証券 0 百万円であります。 

 
２. 支払備金戻入額の計算上、差し引かれた出再支払備金戻入額の金額は 13 百万円、責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準 

備金繰入額の金額は 17,260 百万円であります。 

 
３．利息及び配当金等収入の内訳は、以下のとおりであります。 

預貯金利息 8 百万円 

有価証券利息・配当金 1,866 百万円 
貸付金利息 28 百万円 

計 1,902 百万円 

 
４．1株当たり中間純利益は、55,059 円 23 銭であります。 
 

５．修正共同保険式再保険に係わる出再責任準備金調整額は、修正共同保険式再保険の再保険料及び再保険収入を相殺する方式を採用してお 
ります。 

 

６．再保険収入には、出再保険事業費受入 18,964 百万円を含んでおります。 
 

７．再保険料には、修正共同保険式再保険に係わる再保険料 894 百万円ならびに再保険会社からの出再責任準備金調整額△608 百万円を含ん

でおります。 
 
８．金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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6．中間株主資本等変動計算書 
 

平成 27 年度中間会計期間（平成 27 年 4 月 1 日から平成 27 年 9 月 30 日まで） 
（単位：百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等 純資産 
合計 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主 

資本 
合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換

算差額等

合計 
資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他 
利益 

剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 11,545 8,454 8,454 50 25,593 25,644 45,644 466 466 46,111 
当中間期変動額           
 中間純利益     4,571 4,571 4,571     4,571 
 株主資本以外の 
項目の当中間期 
変動額（純額） 

       153 153 153 

当中間期変動額 
合計 － － － － 4,571 4,571 4,571 153 153 4,725 

当中間期末残高 11,545 8,454 8,454 50 30,165 30,216 50,216 620 620 50,836 
 
 

平成 28 年度中間会計期間（平成 28 年 4 月 1 日から平成 28 年 9 月 30 日まで） 
（単位：百万円） 

 株主資本 評価・換算差額等 純資産 
合計 資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主 

資本 
合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換

算差額等

合計 
資本 
準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他 
利益 

剰余金 

利益 
剰余金 
合計 

繰越利益

剰余金 
当期首残高 11,545 8,454 8,454 50 27,610 27,661 47,661 1,404 1,404 49,066 
当中間期変動額           
 中間純利益     6,006 6,006 6,006   6,006 
 株主資本以外の 
項目の当中間期 
変動額（純額） 

       40 40 40 

当中間期変動額 
合計 － － － － 6,006 6,006 6,006 40 40 6,046 

当中間期末残高 11,545 8,454 8,454 50 33,617 33,668 53,668 1,444 1,444 55,112 
 
 
注記事項（中間株主資本等変動計算書関係） 

平成28年度中間会計期間 
 
１．発行済株式の種類および総数に関する事項 

（単位：千株） 

 当期首 
株式数 

当中間期増加 
株式数 

当中間期減少 
株式数 

当中間期末 
株式数 

発行済株式     
普通株式 109 － － 109 

合計 109 － － 109 
 
２．記載単位未満を切捨てて表示しております。 
 

 

13 
ＰＧＦ生命 



 

7．経常利益等の明細（基礎利益） 
（単位：百万円） 

 平成 27 年度 
第 2 四半期（上半期） 

平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期） 

基礎利益        Ａ 5,279 7,672 

キャピタル収益 39 568 

 

金銭の信託運用益 － － 
売買目的有価証券運用益 － － 

有価証券売却益 － 83 

金融派生商品収益 － 484 

為替差益 39 － 

その他キャピタル収益 － － 

キャピタル費用 2 355 

 

金銭の信託運用損 － － 

売買目的有価証券運用損 － － 

有価証券売却損 － － 

有価証券評価損 － － 

金融派生商品費用 2 － 

為替差損 － 355 

その他キャピタル費用 － － 

キャピタル損益       Ｂ 36 213 

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ 5,316 7,886 

臨時収益 143 105 

 

再保険収入 － － 

危険準備金戻入額 － － 

個別貸倒引当金戻入額 － － 
その他臨時収益 143 105 

臨時費用 66 5 

 

再保険料 － － 

危険準備金繰入額 62 5 

個別貸倒引当金繰入額 3 0 

特定海外債権引当勘定繰入額 － － 

貸付金償却 － － 
その他臨時費用 － － 

臨時損益          Ｃ 77 100 

経常利益      Ａ＋Ｂ＋Ｃ 5,393 7,986 
（注）その他臨時収益には、早期解約控除益を記載しております。 
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8．債務者区分による債権の状況 
（単位：百万円） 

区  分 平成 27 年度末 平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期）末 

 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 31 31 
 危険債権 5 － 
 要管理債権 － － 
小計 36 31 
（対合計比） （  1.8％） （ 1.6％） 
正常債権  1,973 1,971 
合計 2,010 2,002 

 （注）1．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申

立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 
2．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。 
3．要管理債権とは、３ヵ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３ヵ月以上延滞貸付金

とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸付金（注１及び

２に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的と

して、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３ヵ月以上延滞貸付金を除く。）です。 
4．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに

掲げる債権以外のものに区分される債権です。 
 
9．リスク管理債権の状況 

（単位：百万円） 

区  分 平成 27 年度末 平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期）末 

破綻先債権額 － － 

延滞債権額 36 31 

3 ヵ月以上延滞債権額 － － 

貸付条件緩和債権額 － － 
合計 36 31 
（貸付残高に対する比率） （ 1.9％） （ 1.6％） 

（注）1．破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の評価額及び保証

等による回収が可能と認められる金額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接

減額しています。その金額は、平成 28 年度第２四半期（上半期）末が延滞債権額 2 百万円、平

成 27 年度末が延滞債権額 2 百万円です。 
2．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収

利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等による手続き申立てに

より法的倒産となった債務者、又は手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外

の法律により上記に準ずる法律上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。 
3．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金です。 
4．３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している

もので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。 
5．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行ったもので、破

綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。 
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10．ソルベンシー・マージン比率 
（単位：百万円） 

項   目 平成 27 年度末 
平成 28 年度 
第 2 四半期 
（上半期）末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 103,655 112,473 

 資本金等 47,661 53,668 

 価格変動準備金 269 307 

 危険準備金 3,699 3,705 

 一般貸倒引当金 － － 

 
（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘ

ッジ損益（税効果控除前））×９０％（マイナスの場合

１００％） 

1,755 1,805 

 土地の含み損益×85％（マイナスの場合 100％） － － 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 14,531 14,913 

 負債性資本調達手段等 25,000 25,000 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資

本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 － － 

 持込資本金等 － － 

 控除項目 － － 

 その他 10,737 13,073 

リスクの合計額 

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++  （Ｂ） 26,436 26,976 

 保険リスク相当額        Ｒ1 253 263 

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 58 57 

 予定利率リスク相当額      Ｒ2 11 12 

 最低保証リスク相当額      Ｒ7 － － 

 資産運用リスク相当額      Ｒ3 25,898 26,427 

 経営管理リスク相当額      Ｒ4 524 535 
ソルベンシー・マージン比率 

     （Ａ）    
（１／２）×（Ｂ） 

784.1％ 833.8％ 

（注）上記は、保険業法施行規則第 86 条、第 87 条及び平成 8 年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出

しています。 

×１００ 
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11．特別勘定の状況 

（1）特別勘定資産残高の状況 
（単位：百万円） 

区  分 平成 27 年度末 平成 28 年度 
第 2 四半期（上半期）末 

個 人 変 額 保 険 － － 

個 人 変 額 年 金 保 険 12,351 12,242 

団 体 年 金 保 険 － － 

特 別 勘 定 計 12,351 12,242 
 
 
（2）保有契約高 

・個人変額保険                  （単位：千件、百万円） 

区  分 
平成 27 年度末 平成 28 年度 

第 2 四半期（上半期）末 
件 数 金 額 件 数 金 額 

変額保険（有期型） － － － － 

変額保険（終身型） － － － － 

合    計 － － － － 

 
・個人変額年金保険                （単位：千件、百万円） 

区  分 
平成 27 年度末 平成 28 年度 

第 2 四半期（上半期）末 
件 数 金 額 件 数 金 額 

個 人 変 額 年 金 保 険 1  12,086  1  11,598  

合    計 1  12,086  1  11,598  
 
 
12．保険会社及びその子会社等の状況 
  該当事項はありません。 
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